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「障がい」という表記について 

  佐久市では、「障害」の表記を法令名、固有名詞などを除き、原則としてひらがなの「がい」を用いることと

しました。本計画でも、「障害」を原則として、「障がい」と表記しています。 
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  第１章 計画の概要 

１ 計画の趣旨 

障害福祉計画及び障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）第 88 条第１項及び児童福

祉法第 33 条の 20 第１項の規定に基づき、国の基本指針に即して、障害福祉サービ

スや障がい児支援の提供体制の確保等の数値目標について、計画的に図られるように

することを目的として策定するものです。 

第５期佐久市障害福祉計画が、令和 2 年度末をもって終了することから、これま

で実施してきた施策の成果や課題等を踏まえて、令和 3 年度からの新たな計画とな

る「第６期佐久市障害福祉計画及び第２期佐久市障害児福祉計画」を策定することと

しました。 

２ 計画の位置づけ 

 この計画は、「第二次佐久市総合計画」を上位計画とする「第二次佐久市障がい者

プラン」を踏まえ、策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基本理念 

佐久市は、第二次佐久市障がい者プランの基本理念である「みんなが共に支え合い

安心して暮らせるまちづくり」を踏まえ、共生社会の実現を図り、障がい者等が日常

生活又は社会生活を営むために、可能な限り身近な場所において必要な支援を受けら

れるよう、次に掲げる点を基本理念とし、障害福祉計画及び障害児福祉計画を策定し

ました。 

第二次佐久市障がい者プラン 

（根拠法令） 

障害者基本法第 11 条第 3 項 

（計画の性格） 

障がい者施策の基本的方向を総合的、 

体系的に定める計画 

（計画の内容） 

● 基本的施策の方向 

・地域での自立生活への支援 

・人権の尊重と社会参加の促進 

・安心して暮らせる地域づくりの推進 

・総合的な支援体制の充実 

● 具体的施策の方向等 

（計画期間） 

令和元年度から令和５年度まで 

（計画の内容） 

● 成果目標（数値目標）の策定 

● 各種障害福祉サービスの見込み量の策定 

● 障がい児支援の提供体制の整備等 

（計画の性格） 

障害福祉サービス及び障がい児支援の提

供体制の確保等に関する計画 

（根拠法令） 

障害者総合支援法第 88 条第 1 項及び 

児童福祉法第 33 条の 20 第１項 

（計画期間） 

令和 3 年度から令和５年度まで 

第６期佐久市障害福祉計画及び 

第２期佐久市障害児福祉計画 

連携 
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（１）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障がい者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援

に配慮するとともに、障がい者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を

受けつつ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サ

ービス及び相談支援、地域生活支援事業、児童通所支援等の提供体制の整備を進め

ます。 

（２）身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施 

   社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等地域の社会資源との連携を図りつつ、身

体障がい、知的障がい、精神障がい、難病患者等の障がい種別によらない一元的な

サービスの実施を進めます。 

（３）入所から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応 

したサービス提供体制の整備 

   障がい者等の自立支援の観点から、入所（福祉施設への入所をいう。以下同じ。）

から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援といった課題に対応した

サービス提供体制を整え、障がい者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現す

る必要があります。このために、地域生活支援の拠点づくり、NPO 等によるイン

フォーマルサービス（法律や制度に基づかない形で提供されるサービスをいう。）

の提供等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を関係機関とともに

進めます。 

（４）地域共生社会の実現に向けた取組 

   地域の住民が、社会の構造の変化や暮らしの変化等を踏まえ、制度・分野ごとの

『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、包括的な支援体制の構築

に向けた取組を進めます。 

（５）障がい児の健やかな育成のための支援 

   障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、福祉、保育、教育、就

労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制づく

りを進めます。 

（６）障がい福祉人材の確保 

   障がい者の重度化・高齢化が進む中で、将来にわたって安定的に障害福祉サービ

ス等を提供し、様々な障がい福祉に関する事業を実施していくため、提供体制及び

人材の確保、専門性を高めるための研修実施、多職種間連携、障がい福祉の現場が

働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等の取組を進めます。 

（７）障がい者の社会参加を支える取組 

   障がい者の地域における社会参加を促進するため、障がい者が文化芸術を鑑賞し、

創造や発表等の多様な活動に参加する機会の確保等を通じて、障がい者の個性や能

力の発揮及び社会参加の促進を図ります。 
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４ 障害福祉サービス等の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

（１）障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方 

  ア 地域生活で必要とされる訪問系サービスの確保 

  イ 障がい者等が希望する日中活動系サービスの確保 

  ウ グループホーム等の充実及び佐久圏域における地域生活支援拠点等の整備と

機能の充実 

  エ 福祉施設から一般就労への移行等の推進 

  オ 障がい児が地域で安心して暮らし成長できる支援の充実 

  カ 強度行動障害者や高次脳機能障害を有する障がい者に対する支援制度の充実 

  キ 依存症対策の推進 

（２）相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

  ア 相談支援体制の構築 

  イ 地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

  ウ 発達障がい者等に対する支援 

（３）障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

  ア 地域支援体制の構築 

  イ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

  ウ 地域社会への参加・包容の促進 

  エ 特別な支援が必要な障がい児に対する支援 

 重症心身障がい児及び医療的ケア児に対する支援体制の整備 

 強度行動障害や高次脳機能障害を有する障がい児に対する支援体制の充実 

 虐待を受けた障がい児に対する支援の体制の整備 

  オ 障がい児相談支援の提供の確保 

５ 計画の期間 

  第６期佐久市障害福祉計画及び第２期佐久市障害児福祉計画の期間は、国の基本

指針により、令和 3 年度から令和５年度までの３年間とします。 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

障害者 

計画 

             

障害 

福祉計画 

             

障害児 

福祉計画 

             

第３期 第４期 第５期 

第一次佐久市障がい者

プラン後期計画 

第二次佐久市障がい者

プラン 

第 1 期 

第６期 

第２期 
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第２章 障がい者等に係る福祉サービスの体系 

障害者総合支援法及び児童福祉法によるサービス 

障害者総合支援法は、地域社会における共生の実現に向けて、障がい者等が自立した

日常生活・社会生活を営むことが出来るよう、障がいの種別等にかかわらず、共通の制

度により福祉サービスや公費負担医療を提供するもので、障害者総合支援法によるサー

ビスの全体像は、「自立支援給付」と「地域生活支援事業」で構成されています。また、

18 歳未満の障がい児については、これに加えて児童福祉法によるサービスの提供を受

けることもできます。 

 

 

                                                                          

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

障 

が 

い 

児 

(者) 

障害者総合支援法及び児童福祉法のサービス 

訓練等給付 

・自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

・就労移行支援 ・就労継続支援 

・共同生活援助 ・就労定着支援 

・自立生活援助 

 

介護給付 

・居宅介護（ホームヘルプ） 

・重度訪問介護 

・同行援護 ・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

・短期入所（ショートステイ） 

・生活介護 ・療養介護 

・施設入所支援 

 

自立支援医療 

・更生医療 ・育成医療 

・精神通院医療 

 
補装具 

・地域活動支援センター    ・日中一時支援 

・訪問入浴サービス      ・移動支援 

・成年後見制度利用支援    ・意思疎通支援 

・日常生活用具の給付     ・相談支援     

・更生訓練給付費 

・その他地域生活支援 

・障害児（者）タイムケア   

・自動車免許取得・改造 

・障害者介護用品給付 

・障害（児）者等自立生活体験 

・障害者外出支援サービス                             

 

自立支援給付 

地域生活支援事業 

 

 
 

連 

携 

 

・通所、通園等推進 

・障害児通園施設利用児療育支援事業 

・住宅改良 

・軽度、中等度難聴児補聴器購入等補助 

その他福祉サービス 

計画相談支援 

・サービス利用支援  

・継続サービス利用支援 

地域相談支援 

・地域移行支援  

・地域定着支援 

 

障がい児（者）福祉サービスの体系 

 

 

・児童発達支援     ・福祉型児童入所支援 

・医療型児童発達支援  ・医療型児童入所支援 

・放課後等デイサービス 

・保育所等訪問支援 

・居宅訪問型児童発達支援 

障害児通所支援・障害児入所支援 
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第３章 障害福祉・障害児福祉計画の成果目標 

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行について 

（１）目標値について 

現在、福祉施設に入所している障がい者の地域移行を進め、自宅やグループ 

ホーム等へ移行する人数を見込み、令和５年度末までの地域移行者数の目標を、 

２１人と設定します。 

また、これに併せて令和５年度末までの福祉施設入所者の減少人数の目標を 

３人と設定します。 

 

（２）推進に向けた施策 

  ア 障害福祉サービス事業所と連携し、グループホームの施設整備を促進します。 

  イ 地域生活への移行が円滑に進むよう、地域移行支援・地域定着支援事業などの

相談支援事業の活用を促進します。 

  ウ グループホーム等の宿泊体験や自立生活体験事業等を活用し、地域移行を段階

的に進めます。 

 

 

  

 

 

 

入所者の地域生活への移行者数

基準値 目標

平成28年度の入所者数 平成30年度 令和元年度
令和2年度

（見込み）
合計（見込み） 令和2年度末

158人 1人 5人 5人 11人 19人

入所者の減少数

基準値 目標

平成28年度の入所者数 平成30年度 令和元年度
令和2年度

（見込み）
合計（見込み） 令和2年度末

158人 2人 15人 1人 18人 4人

地域生活への移行者数

入所者の減少数

目 標 項 目 
令和元年度 

（実績） 

令和３年度 

（見込み） 

令和４年度 

（見込み） 

令和５年度 

（見込み） 

入所者の地域生

活への移行者数 
５人 ６人 ７人 ８人 

入所者の減少数 ０人 1 人 1 人 1 人 

〈参考：第５期佐久市障害福祉計画の進捗状況〉 

 

【福祉施設入所者の地域生活の移行に関する目標】

値 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築について 

（１）目標値について 

精神障がい者が、地域の一員として自分らしく安心して暮らすために、精神病

床における長期入院患者の地域移行を進めることは、精神病院による努力だけで

は限界があることから、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）・地域

の助け合いが包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要があ

ります。 

   このような精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたり、保

健・医療・福祉関係者による協議を実施することを目指します。 

 

（２）推進に向けた施策 

  ア 協議の場を設け、保健・医療・福祉関係者による構築を図ります。 

  イ 地域の現状と課題の明確化、共有化に努めます。 

 

 

目標項目 令和３年度 令和４年度 令和 5 年度 

保健・医療・福祉関係者による協議の開催回数 ２回 ２回 2 回 

保健・医療・福祉

関係者による協議

の参加者数 

関係 

機関 

保健 ２人 ２人 ２人 

医療（精神科） － １人 １人 

福祉 ５人 ５人 ５人 

介護 １人 １人 １人 

当事者 １人 １人 １人 

家族 － １人 １人 

保健・医療・福祉関係者に

おける目標設定及び評価 

目標設定 
地域の現状と

課題の共有 

事例検討（個

別ケースの課

題検討） 

各分野の役割

の整理 

評価の実施回数 １回 1 回 1 回 

 

 

 

 

 

 

 

【精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に関する目標】 
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厚生労働省ホームページより引用 

 

 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築について（イメージ） 
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厚生労働省ホームページより引用 

３ 地域生活支援拠点等の充実 

（１）目標値について 

佐久圏域に１拠点の地域生活支援拠点等を維持しながら、年２回以上運用状況

等の検証及び検討を行い、機能の充実を目指します。 

 

（２）推進に向けた施策 

ア 地域生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人暮らし、グループホー

ムへの入居等の体験の機会及び場の提供体制の構築を図ります。 

イ ショートステイの利便性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確

保に努めます。 

ウ 人材の確保・養成・連携等による専門性の確保に努めます。 

エ サービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地域の体制を整備

します。 

 

   

  

目 標 項 目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域生活拠点等の数 １箇所 1 箇所 1 箇所 

運用状況の検証及び検討の回数 

（回／年） 
２回 ２回 ２回 

【地域生活支援拠点等の充実に関する目標】 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等について 

（１）目標値について 

   福祉的就労から一般就労への移行を進めるため、令和５年度末における一般就労

移行者の目標人数を２１人と設定します。 

   そして、令和５年度末における、一般就労のために必要な訓練を行う就労移行支

援事業の利用者数の目標人数を６人と設定します。 

   また、令和５年度における福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、就労定着

支援事業の利用者の割合の目標を７１％と設定します。 

 

（２）推進に向けた施策 

  ア 障害者就業・生活支援センターと連携し、トライアル雇用やジョブコーチ等の

事業を活用し、円滑な就労移行と職場定着の支援を推進します。 

  イ 自立支援協議会において、地域における課題と対策について協議し、関係機関

との連携を図り、障がい者雇用の促進を図ります。 

  ウ 障がい者自身がそれぞれの能力を十分に発揮できるように、職業リハビリテー

ションに関する情報等の必要な情報を関係機関に周知します。 

  エ 障がい者一人ひとりにとって、最も適した「働く場」で働けるよう、また、安

定して働き続け、働く力を伸ばしていけるよう、就労アセスメントを実施します。 

 

 

 

福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、就労定着支援事業の利用者 

目標項目 
令和 3 年度 

（見込み） 

令和４年度 

（見込み） 

令和５年度 

（見込み） 

就労移行支援事業所から

の一般就労への移行者 
１５人 １８人 ２１人 

上記のうち就労定着支援

の利用者数 
９人 １２人 １５人 

割合 ６0％ 67％ 7１％ 

目 標 項 目 
令和元年度 

（実績） 

令和 3 年度 

（見込み） 

令和４年度 

（見込み） 

令和５年度 

（見込み） 

福祉施設から一般

就労への移行者数 
12 人 15 人 18 人 21 人 

就労移行支援事業

利用者数 
3 人 4 人 5 人 6 人 

【福祉施設を利用している障がい者の一般就労への移行に関する目標】 
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福祉施設から一般就労へ移行した障がい者数

基準値 目標

平成28年度 令和2年度

11人 16人

就労移行支援事業利用者数

基準値 目標

平成28年度 令和2年度

9人 14人

福祉施設から一般就労へ移行した障がい者数

令和元年度 令和2年度（見込み）

12人 12人

福祉施設から一般就労へ移行した障がい者数

令和元年度 令和2年度（見込み）

3人 3人

〈参考：第５期までの進捗状況〉 
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

障がい児支援を行うに当たっては、障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障

がい児の健やかな育成を支援することが大切です。 

このため、障がい児及びその家族に対し、障がいと認定される以前から、身近な地

域で支援できるよう、質の高い専門的な支援を行う障害児通所支援等の充実を図ると

ともに、保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ

目のない一貫した支援を提供する体制の構築を図る必要があります。 

  さらに、障がい児が地域の保育、教育等の支援を利用し、障がいの有無に関わらず

児童が共に成長できるよう、障がい児支援を通じて、地域社会への参加や包容（イン

クル―ジョン）の推進も重要となります。 

 

上記を踏まえて、「障害児福祉計画」の基本指針に即し、次の目標を定めます。 

 

（１）児童発達支援センターの設置 

佐久市では、親子療育を基本とした児童発達支援事業所「佐久市療育支援センタ

ー」を開所しています。 

さらなる支援体制強化のため、地域における中核的な支援施設として佐久圏域に

よる児童発達支援センターの設置を促進していきます。 

 

項   目 目   標 

児童発達支援センターの設置 
佐久圏域で令和５年度末までの整備を 

促進する 

 

（２）保育所等訪問支援体制の構築 

保育所等に在園している発達の気になる児童に対して、公認心理師や保健師が保

育所等に訪問し、成長に応じた発達の状況や子育てに対する不安等の相談に応じる

「はぐくみ相談」事業に取り組んでいます。 

相談件数の増加や相談内容の多様化に対応するため保育所等訪問支援体制の拡

充を図っていきます。 

 

項   目 目   標 

保育所等訪問支援体制の構築 令和５年度末までに体制を拡充する 
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（３）重症心身障がい児を支援するサービス事業所の確保 

医療的ケアを必要とする重症心身障がい児は、一般の障害児通所支援や放課後等

デイサービスでは支援を受けることが難しい状況にあります。このため、重症心身

障がい児を主に支援する事業所が必要となります。本市では、児童発達支援事業所

が２箇所、放課後等デイサービス事業所が３箇所あり、支援を受けられる状況です。 

 

項   目 目   標 

重症心身障がい児を支援する児童発達 

支援事業所の確保 

既存事業所におけるサービスの充実及び 

機能強化 

重症心身障がい児を支援する放課後等 

デイサービス事業所の確保 

既存事業所におけるサービスの充実及び 

機能強化 

 

（４）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

   保健、医療、福祉、保育、教育等の各分野の、関係者が連携を図るための協議の

場を、佐久圏域自立支援協議会内に設置しています。 

 

項   目 目   標 

医療的ケア児支援のための協議の場の設置 佐久圏域で設置済み 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの

配置人数 
佐久圏域で２人 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

（１）目標値について 

   市内の特定相談支援事業者１６箇所に対して、指導・助言の実施の目標回数を年

間１６回と設定します。 

   そして、市内相談支援専門員に対して研修等の参加率増による人材育成の目標支

援回数を年間１８回と設定します。 

   また、相談支援事業所連絡会開催の目標回数を年３回と設定します。 

   佐久圏域において主任相談支援専門員の配置人数の目標を４人と設定します。 

 

（２）推進に向けた施策 

  ア 地域における相談支援の中核機関である基幹相談支援センターと連携し、総合

的な相談支援体制の充実を図ります。 

  イ 指定特定相談支援事業者及び指定一般相談支援事業者の設置促進に努めます。 

  ウ 地域の相談支援事業者と連携の強化を図り、相談支援専門員の資質向上と人材

確保を図ります。 

  エ 主任相談支援専門員の配置により、更なる相談支援体制の充実及び資質向上を

図ります。 

 

 

項   目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域の相談支援事業者に対する訪問

等の専門的な指導・助言の回数 
１６回 １６回 １６回 

地域の相談支援事業者の人材育成の

支援件数 
１８件 １８件 １８件 

地域相談機関との連携強化の取組の

実施回数 
３回 ３回 ３回 

主任相談支援専門員の配置人数 ３人 ４人 ４人 

 

 

 

 

【相談支援体制の充実・強化等に関する目標】 
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７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

（１）目標値について 

   障害福祉サービス等に係る職員が研修に参加する目標人数を１人に設定します。 

   また、審査結果の分析結果を事業所及び関係自治体等と共有する目標回数を年間

１２回と設定します。 

 

（２）推進に向けた施策 

  ア 障害福祉サービス等に係る研修等に積極的に参加し、職員のスキル向上を図り

ます。 

  イ 障害者自立支援審査システムの請求における警告やエラーの傾向を知り、事業

所等との情報共有を図ります。 

   

 

 

項   目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修等への市職員の参加人数 
１人 １人 １人 

 

 

項   目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

審査結果の分析結果を事業所及び 

関係自治体等と共有する回数 
１２回 １２回 １２回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障害福祉サービス等に係る各種研修の活用に関する目標】 

【障害者自立支援システムによる審査結果の共有に関する目標】 
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第４章 障害福祉サービス等の必要な量の見込み 

１ 障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量（活動指標）の 

見込み及び見込み量確保のための方策 

障害福祉サービス等の必要な見込み量については、第５期計画の進捗状況を踏まえ、

障害福祉サービス等に対するニーズ及び特別支援学校卒業生等の状況を勘案し、令和

５年度末までに必要とされる障害福祉サービス等の必要量を推計しました。 

なお、障害者総合支援法のサービスは利用形態により、訪問系サービス、日中活動

系サービス、居住系サービスに区分されます。また、児童福祉法に基づくサービスと

して、障がい児支援があります。 

 

（１）訪問系サービス 

   住み慣れた地域や家庭で安心して暮らせるように、障がい者等の在宅支援を図る

サービスの必要な量を見込みます。 

 

ア 訪問系サービス内容一覧 

サービス名 サービス内容 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等のほか、調理、洗濯及び掃除

等の家事の援助を行います。また、通院等の介助も行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者または重度の知的障がい、もしくは精神障がい

により、行動上著しい困難を有する方で、常に介護を必要とする方

に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援

などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する方に、移動に必要な

情報提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出支援を行いま

す。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている方が行動するときに、危機を回避す

るために必要な支援や外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等複数のサービスを包括

的に行います。 
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イ 訪問系サービスの必要な量の見込み（各年度 1 か月当たりの平均） 

サービス名 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

居宅介護 

利用時間 

（時間） 
３，１２５ ３，２６１ ３，３３１ ３，４０３ 

利用者数 

（人） 
１８６ １９２ １９５ １９８ 

重度訪問介護 

利用時間 

（時間） 
１１５ １４５ １６０ １７５ 

利用者数 

（人） 
４ ６ ７ ８ 

同行援護 

利用時間 

（時間） 
１４２ １６３ １７５ １８８ 

利用者数 

（人） 
１６ １８ １９ ２０ 

行動援護 

利用時間 

（時間） 
１，９８３ ２，０２３ ２，０４３ ２，０６３ 

利用者数 

（人） 
５４ ５６ ５７ ５８ 

重度障害者等

包括支援 

利用時間 

（時間） 
０ ０ ０ ０ 

利用者数 

（人） 
０ ０ ０ ０ 

 

 ウ 必要見込み量確保のための施策 

  サービスを安定的に提供できるよう、指定サービス事業所の確保と、障がい

の種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施を事業所に働きかけます。 

  計画相談支援事業を活用し、利用者のニーズに応じたサービスの提供の適性

化を図るとともに、適切なサービスの支給量の検証を行います。 

  関係機関と連携を密にし、障がい者の自立に向けて、個人の状態に応じた適

切なサービスの提供ができるよう、サービスの質の向上を図ります。 
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（２）日中活動系サービス 

   障がい者の日中活動の場を確保するため、就労、生産活動の機会の提供、必要な

訓練等を行う日中活動系サービスの必要な量を見込みます。 

 

ア 日中活動系サービス内容一覧 

サービス名 サービス内容 

生活介護 
常に介護を必要とする方に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を

行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。 

自立訓練（機能訓練） 
一定期間、理学療法等のリハビリテーションや生活能力向上のため

に必要な訓練を行います。 

自立訓練（生活訓練） 
一定期間、入浴や排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営

むために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識

及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援A 型 

一般企業等での就労が困難な方のうち、適切な支援により雇用契約

に基づき就労することが可能な方に、雇用して就労する場を提供す

るとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援B 型 

雇用契約に基づく就労が困難である方に、働く場を提供するととも

に、生産活動を通して、知識及び能力の向上のために必要な訓練を

行います。 

就労定着支援 

一般就労に移行した方に、企業や関係機関との連絡調整等を行うと

ともに、就労に伴い生じる生活面の課題解決に向けて必要な支援を

行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする方に、医療機関で機能訓練、療養上の

管理、看護、介護及び日常生活の支援を行います。 

短期入所 
自宅で介護する方が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、施設

で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 
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イ 必要な量の見込み（各年度 1 か月当たりの平均） 

サービス名 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

生活介護 

利用日数 

（人日） 
５，７２８ ６，０４１ ６，２０５ ６，３７４ 

利用者数 

（人） 
３０６ ３２２ ３３０ ３３８ 

自立訓練 

(機能訓練) 

利用日数 

（人日） 
５ 9 １3 １7 

利用者数 

（人） 
１ 2 3 4 

自立訓練 

(生活訓練) 

利用日数 

（人日） 
１７２ １８２ １８７ １９２ 

利用者数 

（人） 
１４ １６ １７ １８ 

就労移行 

支援 

利用日数 

（人日） 
１６９ １７１ １７２ １７３ 

利用者数 

（人） 
１１ １３ １４ １５ 

就労継続 

支援 A 型 

利用日数 

（人日） 
２０３ ２０７ ２０９ ２１１ 

利用者数 

（人） 
１１ １３ １４ １５ 

就労継続 

支援 B 型 

利用日数 

（人日） 
３，９０８ ４，１０９ ４，２１４ ４，３２２ 

利用者数 

（人） 
２４８ ２６０ ２６６ ２７２ 

就労定着支援 
利用者数 

（人） 
１ ３ ４ ５ 

療養介護 
利用者数 

（人） 
１３ １５ １６ １７ 

短期入所 

(福祉型) 

利用日数 

（人日） 
２０３ ２０７ ２０９ ２１１ 

利用者数 

（人） 
４６ ４８ ４９ ５０ 

短期入所 

(医療型) 

利用日数 

（人日） 
３８ ４０ ４１ ４２ 

利用者数 

（人） 
４ ６ ７ ８ 
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ウ 必要見込み量確保のための施策 

  一般就労へ結びつけるための適切なサービスの提供が行えるよう、就労アセ

スメントを行うなど、関係機関と連携して支援します。 

  一般就労が困難な障がい者に、個人のニーズや適性に合わせた日中活動の場

を提供するとともに、サービスの質の向上を図ります。 

  特別支援学校卒業生等の就労先や日中活動の場を確保するため、学校・ハロ

ーワーク・障害福祉サービス事業所等との連携を図り、早期からの対応を進め

ます。 

  県、佐久圏域市町村、自立支援協議会等の関係機関と連携し、不足している

サービスについて、必要な基盤整備に努めます。 

 

（３）居住系サービス 

   障がい者の生活基盤である居住の場を確保するため、居住の場を提供し、日常生

活上の援助、介護等を行う居住系サービスの必要な量を見込みます。 

 

ア 居住系サービス内容一覧 

サービス名 サービス内容 

自立生活援助 
ひとり暮らしをしている方に、定期的な居宅訪問や随時の相談対

応により、地域生活に必要な支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住居で、主に夜間において、入浴、排せつ、食事

の介護等を行います。 

施設入所支援 
施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等

を行います。 

 

イ 必要な量の見込み（各年度 1 か月当たりの平均） 

サービス名 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

自立生活援助 
利用者数 

（人） 
０ ２ ３ ４ 

共同生活援助 
利用者数 

（人） 
１１７ １２５ １２９ １３３ 

施設入所支援 
利用者数 

（人） 
１４４ １４２ １４１ １４０ 
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ウ 必要見込み量確保のための施策 

  計画的なグループホーム等の施設整備を事業所等に働きかけるとともに、グ

ループホームの体験利用を行い、地域移行の推進を図ります。 

  居住系サービスの入所者が安心して暮らせるよう、合理的配慮や虐待の防止

等を徹底し、人権尊重を基本とした利用者の生活の質の向上に努めます。 

 

（４）相談支援 

   障がい者が地域で自分らしく安心して暮らすため、障害福祉サービスの利用支援、

地域移行に関する相談等の必要な相談支援を行う相談支援事業の必要な量を見込

みます。 

 

ア 相談支援内容一覧 

サービス名 サービス内容 

計画相談支援 

障害福祉サービス等の申請に係る支給決定前に、サービス等利用計

画案を作成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整を行

うとともに、サービス等利用計画の作成を行います。また、支給決

定されたサービス等の利用状況の検証（モニタリング）を行い、サ

ービス事業者等との連絡調整等を行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設、精神科病院、保護施設、矯正施設等を退所する障

がい者、児童福祉施設を利用する 18 歳以上の者等を対象として、

地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出への同行支援、

住居確保、関係機関との調整等を行います。 

地域定着支援 
居宅において単身で生活している障がい者等を対象に常時の連絡

体制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。 

 

イ 必要な量の見込み（各年度 1 か月当たりの平均） 

サービス名 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

計画相談支援 
利用者数 

（人） 
２４５ ２４７ ２４８ ２４９ 

地域移行支援 
利用者数 

（人） 
１ ３ ４ ５ 

地域定着支援 
利用者数 

（人） 
３ ４ ５ ６ 
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（５）障がい児支援 

   障がいのある子どもが可能な限り身近な地域で必要な支援が受けられるよう、

必要な障がい児支援の量を見込みます。 

 

ウ 必要見込み量確保のための施策 

  相談支援専門員の増加、相談支援事業所の拡充を推進し、特定・一般相談支

援の提供体制の充実を図ります。 

  相談支援事業所を対象とした連絡会を開催し、相談支援に関する課題を共有、

協議し、相談支援体制を強化します。 

  市に提出されたサービス等利用計画を検証し、相談支援専門員に指導、助言

等を行い、相談支援事業の質の向上を図ります。 

 

 

 

 

ア 障がい児支援内容一覧 

サービス名 サービス内容 

児童発達支援 

未就学の障がい児に対して、施設において、日常生活における基本

的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い

ます。 

医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹機能に障がいがあり、理学療法等の機能訓練

や医療的管理下での支援等が必要と認められた児童に対して、児

童発達支援等を行います。 

放課後等デイサービス 
学校就学中の障がい児に対して、放課後や休業日に施設において、

生活能力の向上のための訓練等を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障がい児に対して、訪問により、保育所等における

集団生活の適応のための専門的な支援を提供し、保育所等の安定

した利用を促進します。 

居宅訪問型児童発達支援 

障害児通所支援を受けるために外出することが困難な障がい児に

対して、居宅を訪問して、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与等の発達支援を行います。 

福祉型障害児入所支援 
障害児入所施設に入所する障がい児に対して、保護、日常生活の指

導、知識技能の付与を行います。 

医療型障害児入所支援 
障害児入所施設または指定医療機関に入所等をする障がい児に対

して、保護、日常生活の指導、知識技能の付与及び治療を行います。 

障害児相談支援 

障害児通所支援の申請に係る支給決定前に、障がい児支援利用計

画案を作成し、支給決定後に、サービス事業者等との連絡調整等を

行うとともに、障がい児支援利用計画の作成を行います。また、支

給決定されたサービス等の利用状況の検証（モニタリング）を行

い、サービス事業者との連絡調整などを行います。 
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イ 必要な量の見込み（各年度 1 か月当たりの平均） 

サービス名 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

児童発達支援 

利用日数 

（人日） 
１７７ １７９ １８０ １８１ 

利用児童数

（人） 
４７ ４９ ５０ ５１ 

医療型児童 

発達支援 

利用日数 

（人日） 
０ ０ ０ ０ 

利用児童数

（人） 
０ ０ ０ ０ 

放課後等デイ 

サービス 

利用日数 

（人日） 
９７１ １，０４７ １，０８６ １，１２７ 

利用児童数

（人） 
９６ １０６ １１２ １１９ 

保育所等 

訪問支援 

利用日数 

（人日） 
０ ０ ０ ０ 

利用児童数

（人） 
０ ０ ０ ０ 

居宅訪問型 

児童発達支援 

利用日数 

（人日） 
0 ２０ ３０ ４０ 

利用児童数

（人） 
０ ２ ３ ４ 

福祉型児童 

入所支援 

利用児童数

（人） 
０ ０ ０ ０ 

医療型児童 

入所支援 

利用児童数

（人） 
８ １０ １１ １２ 

障害児相談支援 
利用児童数

（人） 
３６ ４５ ５１ ５８ 

医療的ケア児に

対する関連分野

の支援を調整す

るコーディネー

ター 

配置人数（人） ０ １ １ ２ 

 

ウ 必要見込み量確保のための施策 

  身近な地域において必要な支援が受けられるよう、事業所に児童発達支援や

放課後等デイサービスの拡充を働きかけます。 

  障がいの早期発見、早期療育のために、母子保健事業との連携や専門職によ

る相談支援により、必要なサービスの提供を図ります。 

  障がいの特性に応じた適切なサービスの提供が行えるよう、保育所、学校等

の関係機関と連携を密にし、支援します。 

  障害児相談支援事業所の拡充を図り、障害児相談支援の体制を強化します。 
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（６）発達障がい児・者に対する支援 

項   目 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

ペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援

プログラム等の受講者数 

１５人 １７人 １８人 １９人 

ペアレントメンターの人数 

関係機関と連携してペアレントメンターを有効的に活用し、

地域における発達障がいに対する理解の促進及び、発達障が

い児・者とその家族の支援体制の充実を図ります。 

ピアサポートの活動への参加

人数 

発達障がい児・者やその家族等によるピアサポート活動の促

進に向けて、その必要性や有用性について地域で理解を深め、

ピアサポート活動の活性化を図ります。 
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第５章 地域生活支援事業の見込み量 

 

１ 地域生活支援事業の見込み量 

障がい者の地域生活を支援するため、障がい者のニーズを踏まえ、自立支援給付サ

ービスを補完し、効率的・効果的なサービスの提供を行う地域生活支援事業（P４参

照）の必要な量を見込みます。 

 

（１）理解促進研修・啓発事業 

ア 事業の概要 

 障がい者等が日常生活又は社会生活を営むうえで生じる「社会的障壁」を除去する

ため、障がい者等の理解を深めるための研修・啓発を推進します。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

理解促進研修 

・啓発事業 

実施の有無 

有:1 無:0 
１ 1 1 1 

 

 ウ 見込み量確保のための施策 

  障がい者に対する理解を進めるため、市広報誌を活用した啓発に努めます。 

  市職員の障がいを理解するための職員研修会への参加促進を図ります。 

 

（２）自発的活動支援事業 

ア 事業の概要 

   障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障がい者

等やその家族、地域住民が自発的に行う活動に対して支援し、共生社会の実現を図り

ます。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

自発的活動 

支援事業 

実施の有無 

有:1 無:0 
０ 0 0 0 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  地域住民等による自発的な活動を支援する体制を整備し、障がい者等の自立と

社会生活への参加促進を図ります。 



25 

 

（３）相談支援事業 

 ア 事業の概要 

事業名 事業概要 

障害者相談支援事業 

障がい者等の福祉に関する各般の問題につき、障がい者等からの

相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービ

スの利用支援等、必要な支援を行うとともに、障がい者等の権利

擁護のために必要な相談支援を実施します。 

相談支援機能強化事業 

市町村における相談支援事業が適切かつ円滑に実施されるよう、

一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有す

る専門的職員を配置することや、地域における相談支援事業者に

対する専門的な指導・助言、人材育成の支援、地域移行に向けた

取組等を実施します。 

住宅入居等支援事業 

賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がい

ない等の理由により入居が困難な障がい者等に対し、入居に必要

な調整等に係る支援を行うとともに、障がい者等の地域生活を支

援します。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

障害者相談 

支援事業 

実施箇所数 1 1 1 1 

基幹相談支援 

センター 
1 1 1 1 

相談支援機能 

強化事業 

実施の有無 

有:1 無:0 
1 1 1 1 

住宅入居等 

支援事業 

実施の有無 

有:1 無:0 
0 0 0 0 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  基幹相談支援センターや相談支援事業所との連携を図り、地域における相談

支援体制の充実・強化を図ります。 

  住宅入居等支援事業の実施に向けて、体制整備に努めます。 
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（４）成年後見制度利用支援事業 

 ア 事業の概要 

成年後見制度とは知的障害や精神障害、認知症や高齢などの理由で判断能力が不十

分な方の財産や権利を保護し、支援します。 

誰もが住み慣れた地域で、地域の人々と支えあいながら、尊厳を持ってその人らし

い生活を継続する一つの方法として成年後見制度が挙げられます。 

また、成年後見制度利用支援事業とは審判の申立てにかかる費用の助成を受けなけ

れば成年後見制度の利用が困難な方について、その費用及び後見人等に対する報酬の

全部又は一部を市が助成します。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

成年後見制度 

利用支援事業 
実利用者数 0 ２ ２ ２ 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  必要な人が本人らしい生活を守るための制度として成年後見制度を利用でき

るよう、権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築します。 

  地域連携ネットワークの中核として令和 3 年４月から成年後見制度の「中核

機関」を設置し、中核機関において、地域課題などを検討するための協議会の運

営やネットワーク全体のコーディネートを行います。 

  中核機関の業務や役割分担は、佐久圏域の 11市町村・さく成年後見支援セン

ター・佐久広域連合の 3機関において、既存の役割や仕組みを活用し、段階的に

整備していきます。 
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（５）成年後見制度法人後見支援事業 

ア 事業の概要 

成年後見制度における後見等を適正に行うことができる法人を確保できる体制を

整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

成年後見制度法人 

後見支援事業 

実施の有無 

有:1 無:0 
0 検討 検討 検討 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  令和３年 4 月から段階的に整備していく「中核機関」の中で、法人後見支援事

業の実施の有無を検討していきます。 

 

（６）意思疎通支援事業 

ア 事業の概要 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手話通訳者又は要約筆記者を派

遣し意思疎通の円滑化を図ります。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

手話通訳者・要約

筆記者派遣事業 
延べ派遣人数 142 166 178 190 

手話通訳者 

設置事業 
実設置者数 1 1 1 1 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  必要とする人が利用できるよう周知を図ります。 

  手話通訳者や要約筆記者等の登録確保を進め派遣を促進します。 
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（７）日常生活用具給付事業 

ア 事業の概要 

重度障がい者等に対して、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付と住宅改修

費の助成を行い、日常生活の支援を推進します。 

種類 内容 

介護・訓練支援用具 
特殊寝台、特殊マット、移動用リフトなど身体介護、訓練を支援する用

具を給付します。 

自立生活支援用具 
入浴補助用具や歩行支援用具など、入浴、食事、移動などの自立生活を

支援するための用具を給付します。 

在宅療養等支援用具 
電気式たん吸引器、パルスオキシメータ―、ネブライザーなど、在宅療

養などを支援するための用具を給付します。 

情報・意思疎通支援用具 
視覚障害者用時計、点字器、情報・通信支援用具など、情報収集、情報

伝達や意思疎通などを支援するための用具を給付します。 

排泄管理支援用具 ストーマ装具、紙おむつなど、排せつ管理を支援する用具を給付します。 

住宅改修費 
障がい者の居宅における円滑な生活動作などを図るための小規模な住

宅の改修費を給付します。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

介護・訓練支援用具 給付等件数 19 21 22 23 

自立生活支援用具 給付等件数 7 9 10 11 

在宅療養等支援用具 給付等件数 20 21 22 23 

情報・意思疎通 

支援用具 
給付等件数 17 19 20 21 

排泄管理支援用具 給付等件数 2,299 2,471 2,562 2,657 

住宅改修費 給付等件数 1 3 4 5 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  必要とする人が適切に利用できるよう周知を図ります。 

  新たな用具の追加、開発や更新にも対応するなど、ニーズを的確に把握し、必

要性等に応じた柔軟な対応を図ります。 
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（８）手話奉仕員養成研修事業 

ア 事業の概要 

手話で日常生活を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した方を養成

し、意思疎通を図ることに支障がある聴覚障がい者等の自立した日常生活又は社会

生活を営むことができるように支援します。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

手話奉仕員 

養成研修事業 

実養成講座 

修了者数 
16 17  17 

（注）2 年間（基礎・応用）の養成講座の受講を経て、修了者と認定される。 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  手話奉仕員養成研修を実施し、人材育成に努めます。 

 

（９）移動支援事業 

ア 事業の概要 

  屋外での移動に困難がある障がい者等について、外出のための支援を行い、地域で

の自立生活及び社会参加の促進を図ります。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

移動支援事業 

実利用者数 142 166 180 195 

延べ利用時間数 7,922 9,550 10,502 11,522 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  安心して外出ができるよう、サービス提供事業者の情報や制度の内容の周知を

図ります。 

  利用ニーズを把握し、利用促進が図られるようサービス提供体制の充実に努め

ます。 
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（１０）地域活動支援センター事業 

ア 事業の概要 

障がい者等の日中活動の場として、創作的活動や生産活動へ参加する機会、社会と

の交流等の機会の提供を行い、地域生活支援の推進を図ります。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

地域活動支援 

センター事業 

実施箇所数 2 2 2 2 

実利用者数 51 51 52 53 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  必要とする人が適切に利用できるよう周知を図ります。 

  支援体制を確保・強化し、利用者のニーズ等を踏まえ、サービスの充実に努め

ます。 

 

（1１）訪問入浴サービス事業 

ア 事業の概要 

重度身体障がい者に対し、訪問による入浴サービスを行い、重度身体障がい者の心

身の健康を増進するとともに、家庭介護の負担の軽減を図ります。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

訪問入浴 

サービス事業 

実施事業所数 2 2 2 2 

実利用者数 13 14 14 15 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  必要とする人が適切に利用できるよう周知を図ります。 

  事業者との連携を図りながら、引き続きサービス提供体制の確保に努めます。 
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（1２）日中一時支援事業 

ア 事業の概要 

障がい者等の日中における活動の場を確保することにより、障がい者等の家族の

就労支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図ります。 

 

イ 事業の必要な量の見込み 

種類 単位 
令和元年度 
（実績） 

令和 3 年度 
（見込み） 

令和４年度 
（見込み） 

令和５年度 
（見込み） 

日中一時 

支援事業 

実利用者数 130 134 138 142 

延べ利用時間数 13,957 14,386 14,816 15,245 

 

ウ 見込み量確保のための施策 

  必要とする人が適切に利用できるよう周知を図ります。 

  事業者との連携を図りながら、引き続きサービス提供体制の確保に努めます。 
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第６章 障がい者の状況 

１ 人口の推移 

住民基本台帳によると、本市の人口は平成 2８年が９９,６１６人、平成３０年 

が 99,096 人、令和 2年が 98,696 人になっており、減少傾向にあります。 

また、令和 2 年の総人口に占める年齢 3区分別人口は、14 歳以下の年少人口が 

12.7％、65 歳以上の老年人口は 30.4％となっています。平成 28 年からの 4 年間 

の推移では、年少人口が減少する一方で、老年人口は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢 3 区分別人口の推移（人） 

各年４月１日現在〔資料：住民基本台帳〕 
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２ 障がい者の状況 

障がい者手帳の所持者数は平成 2７年度の 6,093 人から令和元年度は 6,174 人 

で平成 2７年度に比べると 81 人（１.3％）増加しています。 

総人口に占める手帳所持者の割合（総人口比）も年々上昇し、令和元年度は 

6.３％となっています。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者手帳所持者数の推移（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 
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（１）身体障がい者の状況 

  ア 身体障害者手帳所持者数（障がい等級別） 

令和元年度の身体障害者手帳所持者数は４,１８８人で、平成２７年度の 

4,298 人に比べ、年々減少しています。また、令和元年度の等級別の状況で

は、中度（3 級・4級）の所持者が全体の 43.１で最も多くなっています。 

 

    

 

イ 身体障害者手帳所持者数（障がい部位別） 

障がい部位別の状況は、令和元年度では肢体不自由障がいが４８.８％と半数

程度で、次に内部障がいが 27.5％となっており、2 つの障がいで全体の76.3％

を占めています。 

 

   

 

障がい等級別手帳所持者の状況（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 

障がい部位別手帳所持者の状況（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 
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ウ 身体障害者手帳所持者数（年齢区分別） 

年齢区分では、令和元年度の 18 歳未満の身体障がい児は全体の 1.9％、18

歳以上の身体障がい者が 98.1％となっています。 

 

  

 

（２）知的障がい者の状況 

  ア 療育手帳所持者数（障がい程度別） 

令和元年度の療育手帳所持者数は 907 人で、平成 2７年度の 894 人に比べ

ると、13人（1.5％）の増加となっています。程度別では、重度（A1）の所持

者が７人（7.5％）の増加、中度（A2・B1）の所持者が２５人（3.８％）の減

少、軽度（Ｂ2）の所持者が 31 人（32.9％）増加しています。 

 

    

 

年齢区分別手帳所持者の状況（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 

障がい程度別手帳所持者の状況（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 
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イ 療育手帳所持者数（年齢区分別） 

年齢区分では、令和元年度の 18 歳未満の障がい児は 19.0％と、全体の約 5

分の 1 を占めており、18 歳未満の身体障がい児の 1.9％と比較すると、療育手

帳所持者のほうが、障がい児の占める割合が高いことが伺えます。 

 

    

 

（３）精神障がい者の状況 

   精神障害者保健福祉手帳所持者数（障がい等級別） 

令和元年度の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、１，０７９人となっており、 

平成２７年度の９０１人に比べ、１７８人（１９.８％）増加しています。等級別で

は、1 級所持者が１０５人（２９.５％）、2 級所持者が６８人（１５.７％）、3 級

所持者が５人（４.４%）増加しています。 

 

 

年齢区分別手帳所持者の状況（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 

障がい等級別手帳所持者の状況（人） 

各年度 3 月 31 日現在〔資料：福祉課〕 
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